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The reuse system mentioned in this paper is an overall system for 
realizing a reuse business in a series of cyclic process in a reuse flow, 
namely, design, fabrication, construction, maintenance, dismantling, and 
storage. Here, we take up building steel structural members not only 
with non proofing protection but also with proofing protection. Whether 
structural members with fire-proofing protection are adaptable or not 
for reuse is discussed when building steel structures are dismantled. 
Fire-proofing protections are classified, and its application for reuse 
of building steel structural members with fire-proofing protection is 
evaluated through trial construction test.
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１１１１．．．．はじめにはじめにはじめにはじめに    

建築分野においても地球環境問題への対応が求められる中，日本

建築学会では様々な取り組み
1)～8)

を行っており，その一環としてカ

ーボンニュートラル化を目指した建築関連分野の地球温暖化対策ビ

ジョン2050を提言している
9)

。著者らは，環境負荷削減を目指して

建築鋼構造分野においてリユースシステムに関する研究を行ってい

る
10) ～13)

。鋼材のリユースが既存の流通と同様に循環するため，従

来の生産・製品の供給という｢動脈産業｣に対して，その処理，再生

利用，再使用を行う｢静脈産業｣の確立を目指している。既報におい

ては，基本検討項目である１)リユースビジネス調査
14)～17）

，２)デ

ータベースの構築方法
18）～19）

，３)ストックヤードの設置方法
20)

，

４)リユース材の加工方法
21）

，５)リユース材の性能評価
22)～25）

，６)

丁寧な解体方法
26）

，７)リユース材に関するガイドライン
27)～28)

，８)

リユースに関する技術開発
29)

 などを報告している。これらの研究

は，既存ストックにおいて，無耐火被覆の工場や作業場，倉庫など

を対象にしてリユースシステムの構築を目指したものである。一方

では，耐火被覆を有する建築鋼構造も多く，リユースの可能性を並

行して検討する必要がある。 

建築基準法では，建物の階数に応じて１～３時間耐火とその階数

に応じて主要構造部材が定められた時間以上の加熱に耐えるように

規定されている。住宅や事務所を除く３階建て以上の特殊建築物は

耐火構造となり，建築鋼構造においても耐火被覆を必要とする状況

にある。 

本論文では，耐火被覆を有する建築鋼部材のリユースとしての適 

用の可能性を試施工により検討するものである。まず，建築鋼部材 

 

 

 

 

 

の耐火被覆工法を分類し，耐火被覆の取付け・取外しの容易性，部

材の損傷の程度を試施工により比較する。さらに，耐火被覆の取外

し後の建築鋼部材の表面下地について検討する。 

    

２２２２．．．．リユースリユースリユースリユース用部材用部材用部材用部材とととと耐火被覆工法耐火被覆工法耐火被覆工法耐火被覆工法    

2.1 2.1 2.1 2.1 リユースリユースリユースリユース用部材用部材用部材用部材    

ここで想定するリユースの対象部材は，日本工業規格(以降，JIS

規格という)などにより部材サイズが体系化された鋼材(将来，リユ

ースされる予定の部材を以降，リユース用部材という)としている。

リユース用部材の採取の対象建築物は，リユース材に関するガイド

ライン
25)

において，主に鉄鋼メーカーによりプレハブ化された無耐

火被覆の工場や作業場，倉庫などとしている。リユース用部材を使 
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図１ 耐火被覆の有無とリユース用部材 
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用する対象建築物は用途や期限付き建築物，短期間使用建築物，恒

久建築物などの使用期間によっても異なる。このうち,耐火被覆を有

する構造物は図１に示すように解体前に耐火被覆の取外しの工程を

追加する。耐火被覆の取外し後，リユース解体工法により部材の大

部分がリユースされるのに対して，従来の解体工法の場合，そのほ

とんどがリサイクルされる。工場・作業場などの構造物より採取さ

れたリユース用部材は無耐火被覆であるため，無耐火被覆の構造物

または耐火被覆の構造物への適用がある。これに対して，耐火被覆

を有する構造物は，部材の損傷の程度，耐火被覆の取付け・取外し

の容易性によってはリユース用部材の等級も劣る可能性がある。一

方，リユースの対象となる建物は竣工後 30 年以上経過しているもの

が多く，アスベスト対策などの技術開発が喫緊の課題であろう。

2.2.2.2.2222    要求性能要求性能要求性能要求性能    

耐火被覆を有する建築鋼部材をリユースするにあたって下記の

要求性能が挙げられる。

１) 耐火被覆の取外し時に，建築鋼部材に損傷を与えないこと。

耐火被覆の取外しの際，建築鋼部材に損傷が無いか，あるいは軽

微であることが必要である。建築鋼部材の損傷が軽微であれば，リ

ユース用部材として利用しやすい。

２) 耐火被覆の取付け・取外しが容易であること。

建築鋼部材の耐火被覆の取付け・取外しが容易であれば，リユー

ス用部材として適用しやすい。また，耐火被覆の取外し後，建築鋼

部材の表面に残存した耐火被覆が少なければ，下地調整が容易にな

る。

2.2.2.2.3333    耐火被覆工法耐火被覆工法耐火被覆工法耐火被覆工法ののののタイプタイプタイプタイプ    

建築鋼部材の耐火被覆には，吹付け，巻付け，成形板張り，左官，

塗装(耐火塗料)などの工法がある
30)～34)

。ここでは，使用実績の多

い吹付け工法，巻付け工法，成形板張り工法を取り上げる。仕様規

定に基づく耐火被覆の選定フローを図２に示す。なお，性能規定に

基づく耐火設計においては，火災性状と鉄骨温度を予測し，架構の

安全性を検討して耐火被覆を選定する。地域(防火・準防火)，用途，

区画，階数などによって，耐火時間が規定され，耐火被覆の厚さ・

所要量が設定されている。 

１)タイプ１(巻付け工法) 

巻付け工法には，ロックウール系やセラミックファイバー系の材

料の耐火被覆をファスナーを用いてスタッド溶接により取付けもの

がある。吹付けのように下地防錆塗料の種類を選ばず，カッターナ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イフなどで簡単に加工できる。乾式工法のため，材料の養生期間が

不要であり，施工時の粉塵も少ないため，その他の業種との並行作

業ができる。 

２)タイプ２(成形板張り工法) 

繊維混入けい酸カルシウム板などの材料による乾式の成形板張

り工法で，材料の養生期間が不要であり，施工時の粉塵も少ないた 

め，その他の業種との並行作業ができる。 

３)タイプ３(吹付け工法) 

吹付け工法は，耐火被覆を現場にて圧送・吹付ける工法である。

不定形の材料を対象物に吹付けることにより，複雑な下地にも継ぎ

目の無い一体化した耐火被覆層を形成できる。 

    

３３３３．．．．耐火被覆耐火被覆耐火被覆耐火被覆をををを有有有有するするするする建築鋼部材建築鋼部材建築鋼部材建築鋼部材のののの試施工試施工試施工試施工    

建築鋼部材の耐火被覆の取付けと取外しが部材のリユースに与

える影響について試施工により検討する。 

3.1 3.1 3.1 3.1 対象対象対象対象モデルモデルモデルモデル    

耐火被覆を有する建築鋼部材のリユース評価にあたって，対象と

したモデルは５スパン10層のサステナブルビル構造
29)

で，その縮尺

は1/5である。試験体の床伏図・軸組図を各々図３に示す。サステナ

ブルビル構造の１ユニット（コーナー部）を代表として取り出して

いる。耐火被覆の材料として2.3に示した，ケース１～３の３種類を

取り上げる(表１)。なお，実構造物との縮尺の相違による作業性は

異なる部分もあると推定されるが，ここでは相対比較とする。耐火

被覆の厚さは1時間耐火を想定してタイプ１において厚さ25mm，タイ 
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キーストンプレート t=0.8
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吹付けロックウール

繊維混入けい酸カル

シウム板

ロックウール巻付け

(a) 床伏図 

図３ 試験体の伏図・軸組図 (単位:mm) 

  

耐火時間

建築部位の性能

耐火被覆材の選定

耐火被覆工法の決定

設計条件:用途・地域

(防火・準防火)・

区画・階数　など

・巻付け工法

・成形板張り工法

・吹付け工法

・左官工法　など

被覆の部位・面積

耐火被覆の厚さ・

所要量

図２ 耐火被覆の選定フロー 

表１ 耐火被覆の仕様 

　 耐火被覆 厚さ 密度 ファスナー径

mm kg/m
3

mm

タイプ１

ロックウール(酸化ケイ素・酸

化カルシウム系鉱物繊維板)
*1

20 80～150 φ2

タイプ２

繊維混入けい酸カルシウム板 20 350～470 φ2

タイプ３

吹付けロックウール(セメント

を含む)
*2

25 280～ ---
 

注 *１ フェルト状に成形した耐熱ロックウールに不織布(難

燃材)を接着。 

   *２ 吹付けロックウール:JIS A 9504(人造好物繊維保温板)

の規格品，セメント:JIS R 5210(ポルトランドセメント) 

   ・吹付けロックウールの配合割合:ロックウール(60±

5％)，セメント(40±5％) 

400

4
0
0

7
0
0

7
0
0

X2 X1

□-100x100x2.3

H-150x75x5x7

50

H-100x100x6x8

1200

PL-25x50

シートアングル

7
0
0

(b) 軸組図 
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プ２とタイプ３において20mmとする。タイプ１とタイプ２の耐火被

覆の形状は1/5縮尺を考慮して幅182mmとし，そのファスナー(φ２)

の留付けピッチは50mmである。タイプ１のファスナーは先端が鋭利

なピンにワッシャが付いているもので,スタッド溶接による留付け

である (図４)。タイプ２のファスナーは建築鋼部材の下地材に釘に

て留付ける。また，タイプ３の耐火被覆の厚さは，吹付け厚さ確認

ピンで管理する(図５)。    

3.2 3.2 3.2 3.2 耐火被覆耐火被覆耐火被覆耐火被覆のののの取付取付取付取付けけけけ    

サステナブルビル構造の耐火被覆の取付けは従来のラーメン構

造と概ね同じであり，図６の取付けフローに示すように鉄骨造の建

方終了後，柱・梁の順とする。タイプ１およびタイプ２においては

割付図を基に耐火被覆のプレカットを行う。各ケースとも柱の下方

から上方に向かって順次，耐火被覆を取付ける。タイプ１およびタ

イプ２の耐火被覆の割付は柱の下方より上方，梁の端部より一方向

とし，最終の割付で調整する。ただし，タイプ３の場合，吹付けに

あたって方向性が無いものの，比較のため吹付順序は他のケースと

同じとする。耐火被覆の取付け状況を図７に示す。タイプ１の耐火

被覆は，フランジ上端にファスナーをスタッド溶接により留付ける。

タイプ２の耐火被覆は接着された下地を介して釘で留付ける。ケー

ス２の耐火被覆を留付ける際，柱や梁の使用部位とその留め付け姿

勢によっては，ファスナーの留付け角度にばらつきが生じた。タイ

プ２の場合，梁フランジの下端の耐火被覆は横向き姿勢の他，上向

き姿勢によりファスナーを留付ける箇所があるのに対して，タイプ

１の耐火被覆を巻付ける際に，梁上端のファスナーを横向き姿勢で

留付けるためである。タイプ３に関しては，耐火被覆の吹付け終了

後に表面のけば立ちを押さえるため，表面をコテならし後，厚さ確

認用のピンを使用して，柱・梁の各部位の５箇所の断面を測定し，

所定の耐火被覆の厚さ以上であることを確認した。タイプ３に関し    

    

 

 

 

て耐火被覆の代表的な厚さの測定結果である1層部分を図８に示す。

耐火被覆の吹付け厚は，認定厚さ25mmに対して31～60mmの範囲にば

らついている。耐火被覆の厚さのばらつきはあるものの，継ぎ目の

無い耐火被覆層とすることができた。    

3.3 3.3 3.3 3.3 耐火被覆耐火被覆耐火被覆耐火被覆のののの取外取外取外取外しししし    

耐火被覆の取外しには，あらかじめ部材の耐火被覆を全て除去し

て，その後，鋼構造部材を解体する方法や耐火被覆を飛散させない

ように囲い込む方法などがある。除去された耐火被覆はいずれも分

別・回収された後，最終処分場にて処理される。ここでは，前者の

方法によるものとし，耐火被覆を取付けて約２ヶ月間の養生後に，

取外しを行う。サステナブルビル構造の耐火被覆は，各タイプとも

建築鋼部材の梁・柱の順に取外す。耐火被覆の取外し状況，取外し

後の建築鋼部材の表面下地を各々図９，図10に示す。タイプ１とタ

イプ２においては耐火被覆のファスナーに対して切断工具，タイプ

３においてはヤスリ，コテなどを使用する。タイプ１の場合，ファ

スナーを切除した際，建築鋼部材の表面にスタッド溶接痕跡が生じ

ている。このため,スタッド溶接痕をグラインダー処理し，建築鋼部

材の表面を平坦にする。タイプ２に関して，ファスナーは成形板の

下地材に留付けているために，建築鋼部材の損傷は無いものの,耐火 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ ファスナー(タイプ１)    図５ 厚さ確認ピン(タイプ３) 

(a)サステナブルビル構造          (b) タイプ１ 

(c)タイプ２                  (d) タイプ３ 
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プ２とタイプ３において20mmとする。タイプ１とタイプ２の耐火被

覆の形状は1/5縮尺を考慮して幅182mmとし，そのファスナー(φ２)

の留付けピッチは50mmである。タイプ１のファスナーは先端が鋭利

なピンにワッシャが付いているもので,スタッド溶接による留付け

である (図４)。タイプ２のファスナーは建築鋼部材の下地材に釘に

て留付ける。また，タイプ３の耐火被覆の厚さは，吹付け厚さ確認

ピンで管理する(図５)。    

3.2 3.2 3.2 3.2 耐火被覆耐火被覆耐火被覆耐火被覆のののの取付取付取付取付けけけけ    

サステナブルビル構造の耐火被覆の取付けは従来のラーメン構

造と概ね同じであり，図６の取付けフローに示すように鉄骨造の建

方終了後，柱・梁の順とする。タイプ１およびタイプ２においては

割付図を基に耐火被覆のプレカットを行う。各ケースとも柱の下方

から上方に向かって順次，耐火被覆を取付ける。タイプ１およびタ

イプ２の耐火被覆の割付は柱の下方より上方，梁の端部より一方向

とし，最終の割付で調整する。ただし，タイプ３の場合，吹付けに

あたって方向性が無いものの，比較のため吹付順序は他のケースと

同じとする。耐火被覆の取付け状況を図７に示す。タイプ１の耐火

被覆は，フランジ上端にファスナーをスタッド溶接により留付ける。

タイプ２の耐火被覆は接着された下地を介して釘で留付ける。ケー

ス２の耐火被覆を留付ける際，柱や梁の使用部位とその留め付け姿

勢によっては，ファスナーの留付け角度にばらつきが生じた。タイ

プ２の場合，梁フランジの下端の耐火被覆は横向き姿勢の他，上向

き姿勢によりファスナーを留付ける箇所があるのに対して，タイプ

１の耐火被覆を巻付ける際に，梁上端のファスナーを横向き姿勢で

留付けるためである。タイプ３に関しては，耐火被覆の吹付け終了

後に表面のけば立ちを押さえるため，表面をコテならし後，厚さ確

認用のピンを使用して，柱・梁の各部位の５箇所の断面を測定し，

所定の耐火被覆の厚さ以上であることを確認した。タイプ３に関し    

    

 

 

 

て耐火被覆の代表的な厚さの測定結果である1層部分を図８に示す。

耐火被覆の吹付け厚は，認定厚さ25mmに対して31～60mmの範囲にば

らついている。耐火被覆の厚さのばらつきはあるものの，継ぎ目の

無い耐火被覆層とすることができた。    
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て，その後，鋼構造部材を解体する方法や耐火被覆を飛散させない

ように囲い込む方法などがある。除去された耐火被覆はいずれも分

別・回収された後，最終処分場にて処理される。ここでは，前者の

方法によるものとし，耐火被覆を取付けて約２ヶ月間の養生後に，

取外しを行う。サステナブルビル構造の耐火被覆は，各タイプとも

建築鋼部材の梁・柱の順に取外す。耐火被覆の取外し状況，取外し

後の建築鋼部材の表面下地を各々図９，図10に示す。タイプ１とタ

イプ２においては耐火被覆のファスナーに対して切断工具，タイプ

３においてはヤスリ，コテなどを使用する。タイプ１の場合，ファ

スナーを切除した際，建築鋼部材の表面にスタッド溶接痕跡が生じ

ている。このため,スタッド溶接痕をグラインダー処理し，建築鋼部

材の表面を平坦にする。タイプ２に関して，ファスナーは成形板の

下地材に留付けているために，建築鋼部材の損傷は無いものの,耐火 
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図４ ファスナー(タイプ１)    図５ 厚さ確認ピン(タイプ３) 

(a)サステナブルビル構造          (b) タイプ１ 

(c)タイプ２                  (d) タイプ３ 
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図６ 耐火被覆の取付けフロー 

図７ 耐火被覆の取付け状況
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被覆用下地の接着痕が部分的に生じている。タイプ３に関して，柱

と梁の接合部，ガセットプレート，リブプレートが取り合う箇所で

は，耐火被覆が残存している。また，耐火被覆を取外した際の塗装

剥離も部分的に生じている。このように耐火被覆を有する建築鋼部

材において，タイプ１においてはファスナーのスタッド溶接痕，タ

イプ２においては下地材の接着痕，タイプ３においては，耐火被覆

が付着しているものの，各タイプの建築鋼部材の損傷は無い。なお，

タイプ１に関してピンのスタッド溶接による建築鋼部材のシャルピ

ー衝撃値，引張強さ，硬さなどの物性に与える影響は無視できるこ

とが報告されている
35)

。 

これらのことから建築鋼部材は耐火被覆の取外しにより部材の

表面下地は異なるものの，損傷が無く健全である。    

3.3.3.3.4444    耐火被覆耐火被覆耐火被覆耐火被覆のののの取付取付取付取付けけけけ，，，，取外取外取外取外ししししにおけるにおけるにおけるにおける考察考察考察考察    

各タイプの耐火被覆の取付けの比較を表２に示す。タイプ１およ

びタイプ２の場合，割付図に基づいて取付けるものの，柱・梁接合

部，座屈拘束部材の接合部，耐火被覆の割付端部に現場において耐 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火被覆の切欠きが生じている。これに対して，タイプ３においては

取付けに方向性が無く，耐火被覆の連続性が確保できている。また，

コテならし後，セメントスラリーを吹付けて耐火被覆の表面を硬化

させることで，発塵を防止することができた。 

各タイプの耐火被覆の取外しの比較を表３に示す。タイプ３の取

外し時にロックウールやセメントの多くの浮遊粉塵が生じるものの，

タイプ２においては軽微である。また，タイプ１，タイプ２の耐火

被覆の取付けの際の浮遊粉塵は，タイプ３に比べてほとんど生じて

いない。 

タイプ１とタイプ２の取外し時間は建築鋼部材の見付け面積当

りで比較すると概ね等しい。また，タイプ３はタイプ１の２倍程度

である。耐火被覆を有する建築鋼部材において，各タイプとも耐火 

被覆の取外しは可能であるものの，取外しの容易性においては作業

効率や養生の有無において差異が見られた。    

3.5 3.5 3.5 3.5 建築鋼部材建築鋼部材建築鋼部材建築鋼部材のののの下地下地下地下地調整調整調整調整        

ここで，海外において使用実績の多いショットブラストによる下

地調整を試みる。耐火被覆の取外し後，ショットブラスト前後の建

築鋼部材の表面下地を図11に示す。左半分がタイプ３，右半分がタ

イプ２の耐火被覆である。ショットブラストはエアーブロー方式(シ

ョットの大きさ：φ0.6～1.4mm)により建築鋼部材の表面の肌荒しを

行う。建築鋼部材のリユース回数は1～２回を想定しており，カスケ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 解体前の耐火被覆            (b) タイプ１ 

(c) タイプ２           (d) タイプ３ 

図９ 耐火被覆の取外し状況 

 

(a)スタッド溶接痕(タイプ１) (b)下地の接着痕(タイプ２) 

 

(c)耐火被覆の接着痕(タイプ３，左:接合部，右:一般部) 

図 10 耐火被覆の取外し後の建築鋼部材 

(a)耐火被覆の取外し後(上：梁フランジ面，下：梁ウエブ面) 

(b)ショットブラスト終了後(上：梁フランジ面，下：梁ウエブ面) 

図 11 耐火被覆の下地調整(中央より左:タイプ３，右:タイプ２) 

表３  各タイプの取外しの比較 

タイプ 取外し状況 養生 取外し後の建築鋼部材の外観

タイプ１

浮遊粉塵はほ

とんど無し

不要 ファスナー切除後のスタッド跡

タイプ２

浮遊粉塵は軽

微

必要

(簡易)

耐火被覆の下地切除後の接着跡

タイプ３ 浮遊粉塵は多い 必要

耐火被覆が全体的に部材表面に

付着

 

表２ 各タイプの取付けの比較 

タイプ

ファスナーの

取付け姿勢

検査項目 取付け状況

タイプ１ 横向き

耐火被覆のたるみ，欠

損，目地・ファスナー

の間隔

浮遊粉塵は無し

タイプ２ 横向き・上向き

耐火被覆の欠損，目

地・ファスナーの間隔

浮遊粉塵は軽微

タイプ３ -- 耐火被覆の厚さ 浮遊粉塵が多い
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ード化は考慮していない。各タイプ共にショットブラストによる下

地調整(１種B)により，耐火被覆はほとんど残存していない。タイプ

３の接合部においては，1／5縮尺であることも影響し，スチフナが

取り合うため，耐火被覆がわずかに残存している。なお，電動バフ

による下地調整も同様に可能であることを確認している。 

これらのことから，耐火被覆を有する建築鋼部材は各タイプ共に 

ショットブラストによる下地調整により，新材と同様の素地が確保

できる。 

 

４４４４．．．．おわりにおわりにおわりにおわりに    

本論では，耐火被覆を有する建築鋼部材のリユースの可能性を検

討するために試施工を行った結果，下記のことが明らかになった。

１)建築鋼部材は耐火被覆工法のタイプによって耐火被覆の取外し

後の表面下地は異なるものの，健全である。

２)タイプ１，タイプ２の耐火被覆の取付けにおいては方向性がある

ため，現場での切欠きが生じる。

３)各タイプの耐火被覆の取外しの作業効率や養生の有無において

差異がみられる。

４)耐火被覆を有する建築鋼部材は，各タイプ共にショットブラスト

により，新材と同様の素地が確保できる。
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